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本条例を施行した平成２４年4月から１２年が経過する中、犯罪被害に

遭われた方やそのご家族、ご遺族（以下、「犯罪被害者等」という）を取り巻

く環境は大きく変化をしています。

近年、犯罪等の被害後、インターネットなどを通じた誹謗中傷や周囲によ

る配慮の欠如などから受ける精神的苦痛など、犯罪被害者等に対する二

次的被害が増加しています。

また、犯罪被害者等が受ける被害の状況や、被害後に必要とする支援は

さまざまであり、犯罪被害者等が地域社会において1日でも早く安心して

日常生活が送れるよう、きめ細やかな支援を提供する必要があります。

この度の条例一部改正（R6.10.4議決）により、市民一人ひとりが二次的

被害が発生しないよう配慮することにより、新たな被害を防止できるとと

もに、犯罪被害者等に寄り添った日常生活の支援を提供します。

令和６年10月２４日
京 丹 後 市 役 所

【お問い合わせ】京丹後市市民環境部市民課 ℡０７７２－６９－０２１０

●公布日 令和６年10月４日
●施行日 公布日から施行

※第９条（日常生活の支援）については、
令和７年４月１日から施行

～誰をも置き去りにしない安全、安心なまちづくりのために～

犯罪被害者等へ寄り添った支援を促進

「京丹後市犯罪被害者等支援条例」を一部改正

京丹後市は犯罪被害者等への支援の拡充を図るため府内市町村に先駆

け二次的被害の防止等、「京丹後市犯罪被害者等支援条例」に明記し、被害

者へ寄り添った支援を促進していきます。

・ 犯罪被害者等の支援に関する計画の策定

・ 二次的被害の防止に着手

・ 犯罪被害者等に寄り添った日常生活支援の提供

府内市町村 初！



● 施策支援の計画的な実施に向けて（第６条）
犯罪被害者等が受ける被害の状況や必要とする支援はさまざまです。犯罪被害
者等への支援体制や支援内容を整理し、計画的に実施していく必要があります。

➽ 犯罪被害者等支援に関し、総合的かつ計画的な推進を図るため犯罪被害者
等の支援に関する基本的な計画を策定し支援の早期対応を図ります。

改正POINT

POINT①

● 二次的被害の防止に向けて（第２条第４号・第５条）
犯罪被害者等は、 命を奪われる、家族を失う、身体を傷つけられるといった目
に見える被害に加え、精神的な被害も負っています。
また、被害等を受けた後に、周囲の言動等から受ける精神的苦痛等、二次的被害
を受けるケースも増えています。
＜二次的被害のケース＞
・近所や職場でのうわさ、誹謗、中傷、偏見 ・周囲からの無神経な言動
・メディアの過剰取材 ・SNSによるプライバシーの拡散 など

➽ 二次的被害の防止に向け、市民一人ひとりが二次的被害について認識を深
めていただくとともに、二次的被害が発生しないよう犯罪被害者等へ配慮を
することで、新たな被害の発生を防ぎます。
･イベント等での広報・・・市の広報誌やホームページ等を活用した啓発を実施

イベント等へ京丹後警察署と連携しながら啓発を実施
･地域・学校への周知・・・犯罪被害者やその家族への人権侵害について、正しい

理解を深める啓発を実施

POINT③

POINT②

● 安心した日常生活を取り戻すために（第９条）
犯罪被害者等が受ける被害は様々であり、犯罪被害者等が地域社会において安
心して日常生活を営めるようになるまで、犯罪被害者等に寄り添った支援の提供
が必要となっています。
＜受ける被害例＞
・心身の不調、予期せぬ経済負担 ・就労・収入への影響
・捜査や裁判過程における精神的・時間的負担 など

➽ 見舞金の支給や住居の提供に加え、犯罪被害者等が地域社会で安心して日
常生活を営めるよう、生活支援及び精神的負担への配慮等必要な支援を行い
ます。
･犯罪被害者等に被害状況や相談内容に応じた支援を行うため、総合支援窓口
を設置
・犯罪被害者等が直面する各般の問題について相談に応じ、必要な情報提供及
び助言、支援等の実施



京丹後市犯罪被害者等支援条例(平成24年京丹後市条例第18号)新旧対照表 

現行 改正案 

京丹後市犯罪被害者等支援条例 京丹後市犯罪被害者等支援条例 

平成24年3月27日 平成24年3月27日 

条例第18号 条例第18号 

第1条 （略） 第1条 （略） 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

(1)～(3)（略） (1)～(3)（略） 

 (4) 二次的被害 犯罪等により被害を受けた後に、犯罪被害者等が受

ける精神的な苦痛、心身の不調、名誉のき損、私生活の平穏の侵

害、経済的な損失その他の被害をいう。 

第3条・第4条 （略） 第3条・第4条 （略） 

(市民及び事業者の責務) (市民及び事業者の責務) 

第5条 市民及び事業者は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害す

ることのないよう十分配慮するとともに、                        

      市及び関係機関等が行う犯罪被害者等の支援に協力するよう努

めなければならない。 

第5条 市民及び事業者は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害す

ることのないよう十分配慮するとともに、二次的被害が生じることの

ないよう市及び関係機関等が行う犯罪被害者等の支援に協力するよう

努めなければならない。 

 (犯罪被害者等支援に関する計画) 

 第6条 市は、犯罪被害者等の支援に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、犯罪被害者等の支援に関する基本的な計画を定めるもの

とする。 

第6条・第7条 （略） 第7条・第8条 （略） 

 (日常生活の支援) 

 第9条 市は、犯罪被害者等が地域社会で安心して日常生活を営めるよ

う、生活支援及び精神的負担への配慮その他の必要な支援を行うもの

とする。 

第8条～第12条 （略） 第10条～第14条 （略） 

 附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、改正後の第9条の規定

は、令和7年4月1日から適用する。  
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○京丹後市犯罪被害者等支援条例 

平成２４年３月２７日 

条例第１８号 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における犯罪被害者等への支援に関し、犯罪被害者等基本法（平

成１６年法律第１６１号）に基づき、基本理念を定め、市及び市民等の責務を明らかにす

るとともに、犯罪被害者等への支援のための施策の基本となる事項を定めることにより、

犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

(2) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族で、市内に住所を有

する者をいう。 

(3) 関係機関等 国及び京都府その他の地方公共団体の機関、犯罪被害者等の支援を行う

民間の団体その他の関係するものをいう。 

(4) 二次的被害 犯罪等により被害を受けた後に、犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、

心身の不調、名誉のき損、私生活の平穏の侵害、経済的な損失その他の被害をいう。 

（基本理念） 

第３条 犯罪被害者等への支援は、犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平穏な生活を

営むことができるようになるまでの間、犯罪被害者等が受けた被害の状況、生活への影響

その他の事情に応じ、必要な支援が途切れることなく行われるものとする。 

２ 犯罪被害者等への支援は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう

行われるとともに、犯罪被害者等への支援に関する個人情報の適正な取扱いの確保に最大

限配慮して行われなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、第１条の目的を達成するため、犯罪被害者等を支援する施策を講じなければ

ならない。 

２ 市は、前項に規定する施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と連携し、及び協力し

なければならない。 

（市民及び事業者の責務） 
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第５条 市民及び事業者は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう十

分配慮するとともに、二次的被害が生じることのないよう市及び関係機関等が行う犯罪被

害者等の支援に協力するよう努めなければならない。 

（犯罪被害者等支援に関する計画） 

第６条 市は、犯罪被害者等の支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、犯罪

被害者等の支援に関する基本的な計画を定めるものとする。 

（相談及び情報の提供等） 

第７条 市は、犯罪被害者等が直面している問題について相談に応じ、必要な情報の提供及

び助言を行うとともに、関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

２ 市は、前項に規定する支援を総合的に行うための窓口及び会議を設置するものとする。 

（見舞金の支給） 

第８条 市は、犯罪被害者等に対し見舞金を支給することができる。 

（日常生活の支援） 

第９条 市は、犯罪被害者等が地域社会で安心して日常生活を営めるよう、生活支援及び精

神的負担への配慮その他の必要な支援を行うものとする。 

（住居の提供） 

第１０条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等に対

し、一時的な利用のための住居の提供を行うことができる。 

（教育活動の実施） 

第１１条 市は、学校等において、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の名誉

又は生活の平穏への配慮の重要性等について児童等の理解を深めるため、道徳教育その他

の教育活動を実施するよう努めるものとする。 

（広報及び啓発） 

第１２条 市は、犯罪被害者等への支援について、市民等の理解を深めるため、必要な広報

及び啓発を行うよう努めるものとする。 

（犯罪被害者等の支援を行わないことができる場合） 

第１３条 市は、次に掲げる場合には、犯罪被害者等の支援を行わないことができる。 

(1) 犯罪被害者等が犯罪等を誘発したとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切でないと

認められるとき。 

（委任） 
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第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

（京丹後市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例の一部改正） 

２ 京丹後市犯罪のない安全で安心なまちづくり条例（平成２１年京丹後市条例第１４号）

の一部を次のように改める。 

〔次のよう〕略 

附 則(令和6年10月4日条例第31号) 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、改正後の第９条の規定は、令和７年４月１

日から適用する。 


